
令和４年度決算財務書類のポイント

じめに・・・

地方自治体の活動は、主に皆様から頂いた税金によって成り立っているため、税収等の「歳入」及び活動経費等の「歳出」に分けて、
お金の流れに注目した現金主義・単式簿記で予算書、決算書等を作成しております。
昨今、人口減少社会と相まって公共施設等も老朽化を迎える中、地方自治体も企業会計のように発生主義・複式簿記を導入すること
で、従来の会計制度では見えにくかった市の資産や、市民の皆様にお願いする将来負担などを正確に把握し、中長期的な財政運営へ
繋げていきたいと思います。
本書では、あまり見慣れない財務書類（令和４年度決算）をできる限りわかりやすくお伝えいたします。

は
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１．地方公会計制度について

１

地方公会計制度の概要
●地方公会計制度は平成27年1月の総務大臣通知による統一的な基準に基づき、従来の官庁会計『単式簿記・現金
　主義会計』に加え、企業会計『複式簿記・発生主義会計』の考え方を取り入れた制度です。

●複式簿記による発生主義会計の導入により、単式簿記による現金主義会計では把握できなかったストック情報
　(資産・負債)や、見えにくいコスト情報(減価償却費等)を補完します。

財務書類の構成

統一的な基準に基づく財務書類４表

貸借対照表
（バランスシート）

行政コスト計算書 資金収支計算書

現在、下妻市が所有す
る財産（資産）を一覧
にし、それに対する将
来の負担額（負債）や
純資産の状況を示す表
です。
◎純資産は資産の合計
から負債を差し引いた
ものです。

福祉や教育などの行政
サービスを行うために
かかった１年間の費用
を示す表です。企業会
計では、損益計算書と
呼ばれています。

1年間の現金の収入・
支出の流れを示す表で
す。企業会計では、
キャッシュフロー計算
書と呼ばれています。

純資産変動計算書

貸借対照表の「純資産
（市の正味財産）」が
１年間でどのように変
動したかを示す表です。

１．地方公会計制度について



1 固定資産 1 固定負債
有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金
インフラ資産 引当金
物品 その他固定負債

無形固定資産
投資その他の資産 2 流動負債

投資及び出資金
投資損失引当金 未払金及び未払費用
長期延滞債権 前受金及び前受収益
長期貸付金 　 賞与等引当金
基金 預り金
徴収不能引当金 その他流動負債
その他投資その他の資産

2 流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金 固定資産等形成分
基金 余剰分(不足分)
棚卸資産 他団体出資等分
徴収不能引当金
その他流動資産

資産の部 負債の部
R3 R4 増減 R3 R4 増減

52,876 53,834 958 24,353 25,523 1,170 
48,131 49,100 970 21,833 23,020 1,187 
24,438 26,236 1,798    
23,150 22,393 -758 2,476 2,468 -8 

542 471 -71 44 35 -9 
37 29 -8  

4,708 4,704 -4 2,040 2,016 -23 
2,081 2,084 3 １年内償還予定地方債等 1,745 1,704 -41 

      
122 131 9    
89 85 -4 156 174 18 

2,425 2,413 -12 139 139  
-9 -9     

   
4,381 5,278 897 
1,636 2,065 429 

49 57 8 
5 5 - 55,528 56,946 1,418 

2,647 3,107 460 -24,664 -25,374 -710 
49 49     
-5 -5  

   

負債合計 26,393 27,539 1,147 

純資産の部

純資産合計 30,864 31,572 708 

資産合計 57,256 59,112 1,855 負債及び純資産合計 57,256 59,112 1,855 

１．地方公会計制度について
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２．貸借対照表（一般会計等）

【流動資産】
１年以内に現金
化できる資産
◎現金預金や基
金など

【固定資産】
事業のために
所有している
資産
◎事業費資産
(学校、庁舎、
市営住宅など)
◎インフラ資産
(道路、河川、
公園など)

【純資産】
資産の総額か
ら負債の総額
を差し引いた
正味の財産

【固定負債】
流動負債以外
の負債
◎翌年度以降
に返済する市
債など

【流動負債】
１年以内に支
払う負債
◎当年度中に
返済する市債
など

(単位：百万円)

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。



事業用資産 

262 億円

 44%

インフラ資産 

224 億円

 38%

その他

 105 億円 

18%
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３-１．貸借対照表から分かること（一般会計等）

■資産にはどのようなものがあるのか？

資産は合計で591億円あり、学校、庁舎などの「事業用資
産」と道路、公園などの「インフラ資産」が８割以上を
占めています。

■負債にはどのようなものがあるのか？

負債は合計で275億円あり、学校、道路、庁舎などの公
共施設等の整備のために借り入れした地方債（借金）が
９割を占めています。

防犯カメラ
など

学校、庁舎
など

道路、公園
など

【地方債】とは、市が公共施設等の整備など建設事業を行うために
国や金融機関などから長期にわたり借り入れする資金のことです。

地方債等 

247 億円

 90%

その他

 28 億円 

10%
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４

３-２．貸借対照表から分かること（一般会計等）
（参考）住民一人あたりの資産、負債等の状況　
　総資産額、総負債額を住民基本台帳人口で割ることで、住民一人あたりの資産額、負債額を算定することができます。

資産の数値が高いと公共施設等が多いことになりますが、高ければ財政が
豊かというものではなく、その分改修費や維持管理費がかかるため適正な
規模であることが求められます。

住民基本台帳人口：42,419人
(令和5年1月1日現在)

資　産 負　債

139万円

65万円

純資産

74万円

家計に例えると…
　　　住宅ローンなど

家計に例えると…
　　　住宅、車、現金など

家計に例えると…
借金返済がおわり、自分の物
になった住宅や車など



経常費用

業務費用

人件費

物件費等

（うち、減価償却費）

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料
その他

【純経常行政コスト】

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

その他

臨時利益

資産売却益

その他

17,672 17,587 -85 

9,087 9,576 489 

2,928 2,964 36 

5,966 6,285 318 

(1,982) (2,010) (28)

193 328 135 

8,585 8,010 -575 

2,991 2,911 -80 

4,067 3,456 -611 

1,491 1,637 146 

37 6 -31 

662 681 19 

115 121 6 
547 560 13 

17,010 16,905 -104 

 61 61 

 

61 61 

6 13 7 

6 3 -3 

10 10 

R3 R4 増減

純経常費用（純行政コスト） 17,004 16,954 -50 
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４．行政コスト計算書（一般会計等）

物件費等
消耗品費、光熱水費、委託費、施設等の維
持修繕費、備品購入費などの経費

補助金等
補助金や負担金など

社会保障給付
生活保護や医療費助
成などの扶助費

災害復旧事業費
災害復旧に関する
費用

資産売却益
資産の売却による収入が帳簿価額を上回る
場合の差額

【経常収益】
日常の行政サービス実施の財源として
受け取る収入
◎使用料・手数料など対価性のあるもの

資産除売却損
資産の売却による収入が帳簿価額を下回る
場合の差額及び除却資産の除却時の帳簿価
額

【経常費用】
日常の行政サービスにかかるコスト
◎人にかかるコスト：人件費など
◎物にかかるコスト：物件費等、維持補
修費等、減価償却費など
◎移転支出的なコスト：扶助費、補助金
等、繰出金、普通建設事業費など

人件費
職員給与など

(単位：百万円)

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。



 人にかかるコスト

（人件費など） 

30 億円・17%

 物にかかるコスト

（物件費など） 

63 億円・ 36%

 移転支出的なコスト

（補助金など）

 80 億円・ 45%

 その他のコスト

（償還利子など）

 3 億円・2%

６

３-１．貸借対照表から分かること（一般会計等）

■経常費用にはどのようなものがあるか？

経常費用は合計で176億円あり、生活保護費等の扶助費
や介護・医療等に対する補助金などの「移転支出的な
コスト」が４割以上を占めています。

　
（参考）住民一人あたりの行政コストの状況
純行政コストを住民基本台帳人口で割ることで、住民
一人あたりの行政コストを算定することができます。

令和4年度においては、新型コロナウイルス感染症対応に伴う補助金
等が減少しましたが、物価高騰対策給付金の影響により、純行政コ
ストは令和3年度と比較するとわずかに減少しています。住民一人あ
たりにすると人口減少の影響により、住民一人あたり行政コストは
わずかに増加となりました。

住民一人あたり税収
額14.7万円に対して、
40.0万円のコストがか
かっています。

◎R4市税収入額
　　　約62億円

46.1 

39.8 40.0 

35.0 

40.0 

45.0 

50.0 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

(単位：万円)

年度 純行政コスト 住民基本台帳人口
（当該年度1月1日現在）

Ｒ２ 　　198.5億円 　　　　　　43,095人

Ｒ３ 　　170.0億円 　　　　　　42,703人

Ｒ４ 　　169.5億円 　　　　　　42,419人



業務活動収支（A）

業務支出（人件費、物件費等）

業務収入（税収、国県等補助金、使用料及び手数料等）

臨時支出（災害復旧や投資損失等臨時的に発生した損失）

臨時収入（資産の売却等臨時的に発生した利益）

投資活動収支（B）

投資活動支出（公共施設整備費支出等）

投資活動収入（国県等補助金、資産売却収入等）

財務活動収支（C）
財務活動支出（市債償還支出等）

財務活動収入（市債発行収入等）

1,974 2,126 151 

15,689 15,555 -133 
17,663 17,681 18 

   

   

-3,343 -2,834 510 

3,920 4,164 244 

577 1,331 754 

1,789 1,136 -652 
1,771 1,752 -18 
3,560 2,889 -671 

R3 R4 増減

当期資金収支額（A+B+C） 420 428 9 

期首資金残高 1,078 1,498 420 

期末資金残高 1,498 1,926 428 

７

６.資金収支計算書（一般会計等）

【行政サービス活動によるキャッシュフロー】
人件費・物件費・扶助費等の経常的な活動にか
かる支出から税収や国県等補助金収入を差し引
くことで、経常活動にかかる収支を示していま
す。

【投資活動によるキャッシュフロー】
施設の整備や基金の積み立て等、資産形成に関
する活動にかかる収入と支出を差し引くことで、
投資活動の収支を示しています。 

【財務活動によるキャッシュフロー】
市債の発行による収入や市債の返済に係る支出
などによる現金の収支を示しています。

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

(単位：百万円)



８

７.資金収支計算書から分かること（一般会計等）

結果として資金収支のトータルはプラ
ス4億2,800万円となり、令和４年度末
資金残高は19億2,600万円となりました。

投資活動支出が増加していますが、国県等補
助金収入の増加や基金取崩しにより、収支と
しては5億1,000万円の増加となっています。

特別給付金等の移転費用支出の減少が影響し
収支としては1億5,100万円の増加となってい
ます。

庁舎等建設事業債等の起債がありましたが、
令和3年度より地方債の発行が減少している
ため、収支としては6億5,200万円の減少と
なっています。

業務活動収支（A）

業務支出（人件費、物件費等）

業務収入（税収、国県等補助金、使用料及び手数料等）

臨時支出（災害復旧や投資損失等臨時的に発生した損失）

臨時収入（資産の売却等臨時的に発生した利益）

投資活動収支（B）

投資活動支出（公共施設整備費支出等）

投資活動収入（国県等補助金、資産売却収入等）

財務活動収支（C）
財務活動支出（市債償還支出等）

財務活動収入（市債発行収入等）

1,974 2,126 151 

15,689 15,555 -133 
17,663 17,681 18 

   

   

-3,343 -2,834 510 

3,920 4,164 244 

577 1,331 754 

1,789 1,136 -652 
1,771 1,752 -18 
3,560 2,889 -671 

R3 R4 増減

当期資金収支額（A+B+C） 420 428 9 

期首資金残高 1,078 1,498 420 

期末資金残高 1,498 1,926 428 

(単位：百万円)

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。



純行政コスト（△）
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額
固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少

資産評価差額
無償所管換等
他団体出資等分の増加
他団体出資等分の減少
比例連結割合変更に伴う差額
その他

-17,004 -16,954 50 
17,180 17,644 464 
11,697 12,211 514 
5,483 5,433 -50 
176 690 514 

   
   
   
   
   
- 18 19 
   
   
  
   

R3 R4 増減

期首純資産残高 30,688 30,864 176 

当期変動額 176 708 532 

期末純資産残高 30,864 31,572 708 

９

８.純資産変動計算書（一般会計等）

純行政コスト
行政コスト計算書の
純行政コストと一致

無償所管換等
無償で譲渡又は取得した固定
資産の評価額等

税収や国県等補助金などは、公共施設や
行政サービスの利用の有無に関わらず収
めていただくことから、サービスの対価
（収益）ではなく、出資と捉えるため
『行政コスト計算書』ではなく、『純資
産変動計算書』に計上されます。

資産評価差額
有価証券等の評価差額

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

(単位：百万円)

純経常行政コスト(経常費用と経常収益の
差額で経常的な行政活動に伴う正味の行政
コスト)に臨時損失と臨時利益を加味した
正味の行政コストです。

本年度純資産変動額に前年度末純資産
残高を加えた、本年度末時点における
純資産の残高です。貸借対照表の純資
産と一致します。



10

９.指標の他団体比較（一般会計等）

H30 R1 R2 R3 R4

当該値 128.1 128.5 128.3 134.1 139.4 

類似団体平均値 198.8 203.5 213.5 226.6 

県内平均値

（1～5万人）
161.7 162.2 164.7 174.1 

0.0 
20.0 
40.0 
60.0 
80.0 
100.0 
120.0 
140.0 
160.0 
180.0 
200.0 
220.0 
240.0 

住民一人当たり資産額（万円）

令和3年度に引き
続き、人口区分別
県内平均値と比較
すると約8割、類
似団体平均値と比
較すると6割5分と
低い水準となって
います。

H30 R1 R2 R3 R4

当該値 56.4 57.2 57.1 61.8 64.9 

類似団体平均値 59.4 60.8 61.4 63.2 

県内平均値

（1～5万人）
53.8 54.1 55.2 56.3 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 

住民一人当たり負債額（万円）

類似団体平均値
および県内平均
値と比較すると
高めの傾向と
なっています。

H30 R1 R2 R3 R4

当該値 57.5% 58.7% 58.8% 60.3% 59.0%

類似団体平均値 59.9% 60.6% 62.2% 63.7%

県内平均値

（1～5万人）
56.8% 58.0% 59.1% 59.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

有形固定資産減価償却率（％）

類似団体平均値お
よび県内平均値と
比較すると若干低
い水準となってい
ます。

H30 R1 R2 R3 R4

当該値 33.9 35.2 46.1 39.8 40.0

類似団体平均値 40.5 42.0 55.8 49.3 

県内平均値

（1～5万人）
38.5 40.0 53.1 44.3 

0

10

20

30

40

50

60

住民一人当たり行政コスト（万円）

類似団体平均値
および県内平均
値と比較すると、
行政コストは低
めの水準で推移
していることが
明らかであり、
効率的な行政運
営ができている
といえます。
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１０.解説【公共施設などの資産の状況】
■下妻市が保有する資産はどの程度老朽化が進んでいるのか？

有形固定資産のうち建物や構造物などの償却資産は、減価償却により年々その価値が減っていきます。そのため、
減価償却累計額を償却資産の取得原価（有形固定資産額－土地等の償却資産＋減価償却累計額）で割ることで、耐
用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているか把握することができます。

この指標（有形固定資産減
価償却率）が100％に近い
ほど老朽化の程度が高いと
いうことになります。
減価償却についての説明は
次ページをご覧ください。

763億円 760億円 774億円 799億円

810億円
859億円

430億円 437億円 454億円 470億円 488億円 507億円

56.3%

57.5% 58.7% 58.8%

60.3%

59.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

54.0%

55.0%

56.0%

57.0%

58.0%

59.0%

60.0%

61.0%

有形固定資産の

取得原価

減価償却累計額 有形固定資産減価償却率

（老朽度合い）



毎年、価値が減少した分を
減価償却費として費用に計上 償却

未償却残高

取得時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

50万1,000円

50万1,000

50万1,000

49万4,999

50万1,000円

50万1,000円

１円
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１１.解説【減価償却について】
■減価償却はどのようなものなのか？

固定資産の取得原価を耐用年数に応じて、分割して費用にすることです。

≪減価償却費の計算例（定額法）≫
300万円の新車（普通自動車）を購入
①取得価額：300万円　
②耐用年数：６年　
③償却率：0.167

償却率は耐用年数ご
とに定められていま
す。償却率について
は「減価償却資産の
耐用年数等に関する
省令」に詳しく掲載
されています。

≪計算式≫

＝
減価償却費
50万1,000円300万円

①取得価額
× 0.167

③償却率
帳簿上にその資産を残すため最後に１円だけ残します。これを「備忘
価額」と言います。備忘価額１円がなくなるのは、固定資産を廃棄又
は売却等を行ったときです。

自
動
車
の
価
値
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１２.参考【市の財政に関する資料について】
■下妻市の財政に関する資料については、市ホームページをご覧ください。

下妻市ホームページ ≫ 市政情報 ≫ 市の財政 ≫ 

□　  予　算  

□　  決　算

□　  決算カード

□　  健全化判断比率カード

□　  財務書類

□　  財政状況資料集

□　  財政事情書



下妻市ホームページ ≫ 市政情報 ≫ 市の財政 ≫ 

令和４年度決算財務書類のポイント

下妻市役所 総務部 財政課財政係

☎  0296-43-2158　FAX 0296-43-4214

□  zaisei@city.shimotsuma.lg.jp


